










































































































































































































































































いて、WTP（willingness to pay）, WTA（willingness to accept）を手掛かりに WTP を持つ
程度から消費者行動の変化を扱った結果、ブランド・コミットメントが高い消費者であれば、





























































































































査（Yannis Bakos, Florencia Marotta-Wurgler, and David R. Trossen, (2014),Does Anyone 
Read the Fine Print? Consumer Attention to Standard-Form Contracts, The Journal of 
Legal Studies, Vol. 43, No. 1, pp. 1-35）結果から、0.2％の人しか条項を読んでいないこと















会社法の領域でも、特に Unsophisticated people に対して、実の多いパフォーマンスを
することが考えられた。ただし、企業経営者は伝統的にリスク回避的であると思われるため、
このリスク回避は、行動経済学のプロスペクト理論のそれとは異なるのかを説明する必要
がある。得津（2016）では「仮に深い関係性があるとするならば、行動経済学は会社法にお
いて有用である」と考えられた。本研究では、個人の意思決定としてのリスク態度を計測し
たが、企業経営者そのものを計測対象としてサンプルを集めるには至らなかったため、プロ
スペクト理論のリスク志向の変化に照らし合わせた検証はできない。この点は今後の検討
課題としたい。 
また、伝統的な法と経済学研究を行ってきたシカゴ学派の一部では、市場主義から限定的
ではあるものの利他主義を肯定する動きがうまれつつある（Henderson, 2015）。その論理
は、フリーライドを防ぐための利害調整であったが、今後も、ナッジ等による手法を用いて
行動経済学的接近を試みる。このように、本研究論文の執筆と並行して、研究者間における
国際交流があったことも、非常に意義のあることと考えている。 
②日本の法と経済学研究で扱われている、効率性と公平性との相反する概念についても、
同時に成立させるための第一歩であると考える。数多く存在する先行研究の中でも、効率性
か公平性か、経済学と法学による議論の対立についても述べられている（宍戸・常木, 2004）。
また、効率性や公平性を達成することが目的であり、そのプロセスはいまだに分析の対象外
である。本研究が、今後の法と経済学研究への行動経済学的な貢献となれば幸甚である。 
